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まちづくり 戦略企画官 戦略企画官補 林　千賀
  調整局長 戦略企画官補 清田　伯人

総務部
総務課長 課長補佐 （庶務係長） 齋藤　真美奈

課長補佐 （職員係長） 森　正人

中高層調整課長 課長補佐 (担当係長) 中島　章雄
担当係長 高荷　勝宏
担当係長 花房慎二郎
担当係長 古檜山　匡和

企画部
企画課長

都市計画課長 課長補佐 (調査係長) 古坂　洋正

磐村　信哉

澤木　勉
指導係長 續橋　宏昭

住宅部
　

住宅計画課長 担当係長 油谷　理香
課長補佐 （担当係長） 高橋　芳伸
課長補佐 （担当係長） 鵜澤　聡明

住宅整備課長 担当係長 中澤　誠治
課長補佐 （担当係長） 坂本　敏幸

住宅管理課長 課長補佐 (管理係長) 福島　雄
指導担当係長 高岡　昭人
収納係長 宮崎　晴之
保全係長 白崎　弘

指導部
建築企画課長 担当係長 （事務担当） 外山伊知郎

担当係長 (建築企画担当) 松本　光司
　 担当課長 課長補佐 （担当係長） 石井　保

（建築防災担当）

担当係長 (住宅耐震担当) 大友　直樹
　

宅地企画課長 担当係長 (宅地企画担当) 遠藤　拓也
担当係長 (がけ防災担当) 杉本　彰

住宅整備課

黒田　浩

谷垣　弘行

加藤　高明

　企画部長

二宮　智美

斎藤　龍男

　指導部長

　住宅部長

宮里　辰男

地域計画係長鈴木　智之

都市施設計画係長

＜戦略企画官兼務＞

都市計画課

課長補佐（担当係長）＜清田戦略企画官補兼務＞

住宅計画課

住宅管理課

建築企画課

宅地企画課

飯島　悦郎

伊奈　保秀

杉浦　美奈

木村　昇

副局長

まちづくり調整局機構図   　　　　　　 平成21年6月4日現在

立花　誠

総務課

担当係長 　　　　　　　＜林戦略企画官補兼務＞

　　　　加藤　眞知子

　総務部長

<副局長兼務> 高田　靖

中高層調整課

企画課

日下　啓二
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建築監察部
調査課長 審査係長 富岡　尚久

課長補佐 (調整係長) 長島　富美子

違反対策課長 担当係長 立石　孝司
課長補佐 （担当係長） 畑　友彦

違反対策幹(嘱託） 課長補佐 （担当係長） 土橋　正彦
担当係長 森　隆行

情報相談部
情報相談課長 課長補佐 （担当係長） 中路　博喜

（管理担当）

課長補佐 （担当係長） 佐久間毅一
（情報担当）

課長補佐 （担当係長） 杉田　由起夫
（相談担当）

建築道路課長 課長補佐 （担当係長） 大谷　勝
(道路調整担当)

担当課長（狭あい道路等担当） 担当係長 (道路調整担当) 赤羽　孝史
古賀　文夫 担当係長 (道路調整担当) 森　法正

課長補佐 （担当係長） 長井　幹
（狭あい道路担当）

建築審査部
建築環境課長 市街地建築係長 對馬　まり

建築環境係長 肥田　雄三

建築審査課長 課長補佐 (審査係長) 古屋　義雄
課長補佐 (審査担当係長) 菅井　稔

担当課長 課長補佐 (構造係長) 堀切　安二
課長補佐 (構造担当係長) 藤井　康次郎
設備係長 宮崎　栄次
検査係長 高橋　寛雄
課長補佐 (検査担当係長) 郷間　宏
検査担当係長 手老　勝久

　

指定機関指導課長 課長補佐 （担当係長） 森山　浩
青柳　和伴 担当係長 朝隈　文雄

宅地審査部
宅地審査課長 担当係長 （指導担当） 黒田　崇

担当係長 （指導担当） 榊原　純
担当課長 担当係長 （指導担当） 高井　雄也

担当係長 （指導担当） 中澤　正紀

調整区域課長 担当係長 （事務担当） 竹内　義明
担当係長 （指導担当） 足立　哲郎
担当係長 （指導担当） 杉浦　達彦

調整区域課

平野　壽幸

脇出　一郎

福王寺　二三夫

秋山　雅英

　宅地審査部長

若月　玄秀 小池　政則

畠　宏好

久松　義明

宅地審査課

建築審査課

恵美須　望

諏訪部　博道

稲葉　幸保

　建築監察部長

指定機関指導課

松田　隆

建築環境課

中西　正信

　情報相談部長

酒井　浩次

　建築審査部長

坂和　伸賢

違反対策課

情報相談課

調査課

建築道路課
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公共建築部
企画管理課長 担当係長 （事務担当） 瀬戸　春彦

課長補佐 （担当係長） 木島　稔
担当課長（建設業活性化対策担当） （企画担当）

　

木下　克巳 課長補佐 （担当係長） 金子　武喜
担当課長（技術管理担当） （技術管理担当）

角田　正樹 担当係長 （技術管理担当） 東　貞行
課長補佐 （担当係長） 横山　邦幸

（技術管理担当）

担当係長 （技術管理担当） 小林　照永
担当係長 （技術管理担当） 庄司　隆
課長補佐 （担当係長） 渡辺　一夫

（技術管理担当）

保全推進課長 課長補佐 （担当係長） 新江　英雄
（保全計画担当）

担当課長（保全管理担当） 課長補佐 （担当係長） 鈴木　和男
高橋　芳昭 （学校保全担当）

課長補佐 （担当係長） 山岡喜久男
（保全管理担当）

担当係長 （保全管理担当） 奥津喜久雄
担当係長 （省エネルギー推進担当） 柿沼　友樹
担当係長 （市庁舎担当） 中村　信樹

施設整備課長 課長補佐 （担当係長） 羽太　良一
（計画担当）

担当課長 担当係長 （教育施設担当） 鈴木　雄司
課長補佐 （担当係長） 水田　寛義

（教育施設担当）

　横浜市住宅供給公社派遣 課長補佐 （担当係長） 田中　勇

担当課長 　今井　和隆 （庁舎施設担当）

担当課長 　藤井　和夫 課長補佐 （担当係長） 唐沢　勇
（庁舎施設担当）

課長補佐 （担当係長） 掛井　一

　（財）横浜市建築助成公社派遣 （住宅建設担当）

担当課長 　渡辺　憲一 担当係長 （土木担当） 天下井　博

　（財）横浜市建築保全公社派遣 電気設備課長 課長補佐 （担当係長） 梅原　伸一

担当課長 　長谷川　保 担当係長 鈴木　博行

担当課長 　日高　学 担当係長 藤井　邦一

担当課長 　長谷川　貢

課長補佐 　宮沢　茂

担当係長 　薬袋　浩 機械設備課長 担当係長 神田　岳
担当係長 舛谷　健之
担当係長 岩田　充

  （財）建築行政情報センター派遣 担当係長 （調整担当） 岡部　伸雄

担当課長 　伊藤　勲

[まちづくり調整局　事務所所在地]

・中区相生町3丁目56番1号　JNビル内

　　総務部、企画部、住宅部、指導部、建築監察部、公共建築部＊

・中区山下町193-1　昭和シェル山下町ビル内(建築・宅地指導センター)

　　情報相談部、建築審査部、宅地審査部

＊公共建築部保全推進課市庁舎担当は市庁舎内に事務室があります。

大場　重雄

松島　宏充

施設整備課

団　有一

濱崎　敏明

電気設備課

機械設備課

天野　敏光 水上　秀己

企画管理課

福井　郁雄

　公共建築部長

保全推進課
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ま ち づ く り 調 整 局  課 ・ 係 事 務 分 担  

 

総 務 部 

 総 務 課  

 庶務係 

１  局内の文書に関すること。 

２  局内の事務事業の連絡調整に関すること。 

３ 局内の予算及び決算に関すること。 

４ 局内の予算執行の調整に関すること。 

５ 局内の物品の出納保管に関すること。 

６  局の災害対策にかかる調整に関すること。 

７  他の部、課の主管に属しないこと。 

  職員係 

   １ 局内の人事及び組織に関すること。 

   ２ 局所属職員の勤務条件及び給与に関すること。 

   ３ 局所属職員の福利厚生に関すること。 

   ４ 局所属職員の衛生管理に関すること。 

   ５ 局所属職員の研修計画及び実施に関すること。 

   ６ その他局所属職員の労務に関すること。 

 

中高層調整課 

１ 中高層建築物等(横浜市中高層建築物等の建築及び開発事業に係る住環境の保全等に関する

条例(平成5年6月横浜市条例第35号)第 2条第2項第7号に規定する中高層建築物等をいう。)

の建築に係る住民への計画の周知等の手続の審査及び指導並びにこれに伴う住環境への影響

に係る相談及び調整に関すること。 

２ 開発事業調整条例第 2条第 2号イに規定する大規模な共同住宅の建築に係る住民への計画の

周知等の手続の審査及び指導並びにこれに伴う住環境への影響に係る相談及び調整に関する

こと。 

３ 中高層建築物等の建築及び開発事業(住環境保全条例第 2条第 2項第 10号に規定する開発事

業をいう。以下同じ。）に伴い生ずる住環境に及ぼす影響に係る紛争の解決のためのあっせん

等に関すること。 

４ 横浜市建築・開発紛争調停委員会に関すること。 

  

企 画 部 

 企画課 

１ 都市計画、建築及び住宅に関する重要施策の企画及び総合調整に関すること。 

 

都市計画課 

調査係 

１ 都市計画の決定手続及び都市計画事業の認可手続に関すること。 

２ 都市計画に係る調査及び広報に関すること。 
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３ 都市計画法第 55 条に基づく事業予定地の指定に関すること。 

４ 都市計画に係る図書の縦覧に関すること(指導係の主管に属するものを除く。)。 

５ 横浜市都市計画審議会に関すること。 

６ 土地収用法(昭和26年法律第219号)第18条第2項第4号及び第5号の意見書に関すること。 

７ 航空写真の複製の承認に関すること。 

８ 他の係の主管に属しないこと。 

 地域計画係 

１ 市街化区域及び市街化調整区域に係る調整に関すること。 

２ 地域地区及び促進区域に係る調整及びこれらの地区等の指定に関すること。 

３ 都市施設計画の調整のうち、土地利用計画に関すること。 

４ 都市計画事業の調整のうち、土地利用計画に関すること。 

５ 都市計画法に基づく開発行為に伴う土地利用計画の調整に関すること。 

６ 都市計画法の規定に基づく基礎調査に関すること。 

７ 地形図等の作成及び管理に関すること。 

 都市施設計画係 

１ 都市施設計画の調整に関すること(土地利用計画に係るものを除く。)。 

２ 都市計画事業の調整に関すること(土地利用計画に係るものを除く。)。 

３ 都市計画法に基づく開発行為に伴う都市計画施設の調整に関すること。 

 指導係 

１ 都市計画施設の区域内における建築の許可及び指導に関すること。 

２ 都市計画事業(市街地開発事業を除く。)地内における建築行為等の制限に関すること。 

３ 都市計画に係る決定事項の図書の縦覧及び証明に関すること。 

４ 首都圏整備法(昭和 31 年法律第 83 号)に基づく既成市街地に係る証明に関すること。 

 

住宅部 

住宅計画課 

１ 住宅施策の立案及び調整に関すること(企画部企画課の主管に属するものを除く。)。 

２ 住宅の供給計画に関すること。 

３ 横浜市住宅政策審議会に関すること。 

４ 民間住宅に関すること（指導部建築企画課の分掌事務第 9号に係るものを除く。）。 

５ 住宅宅地関連公共施設等の整備に係る関係機関との連絡調整に関すること。 

６ 独立行政法人都市再生機構及び地方住宅供給公社との住宅建設協議に関すること。 

７ 財団法人横浜市建築助成公社及び横浜市住宅供給公社に関すること。 

８ 株式会社日本住情報交流センターとの連絡調整に関すること。 

９ 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

住宅整備課 

１ 市営住宅及び優良賃貸住宅の事業計画に関すること。 

２ 市営住宅の整備に関すること（公共建築部の主管に属するものを除く。）。 

３ 改良住宅の整備に関すること(公共建築部及び都市整備局都市づくり部地域まちづくり課の

主管に属するものを除く。)。 

４ 優良賃貸住宅の整備及び管理に関すること。 
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住宅管理課 

管理係 

１ 市営住宅入居者の募集に関すること。 

２ 市営住宅及び改良住宅の入退居に関すること。 

３ 市営住宅及び改良住宅の管理人に関すること。 

４ 横浜市営住宅入居者選考審議会に関すること。 

５ 市営住宅及び改良住宅の入居者の管理に関すること。 

６ 市営住宅入居者の高額所得者等に対する明渡請求及び訴訟に関すること。 

７ 他の係の主管に属しないこと。 

 

収納係 

１ 市営住宅及び改良住宅の使用料等の決定に関すること。 

２ 市営住宅及び改良住宅の使用料等の徴収及び徴収猶予に関すること。 

３ 市営住宅及び改良住宅の使用料等の減免及び滞納整理に関すること。 

 保全係 

１ 市営住宅(旧市営住宅を含む。)及び改良住宅に係る土地及び建物の管理及び処分に関するこ

と。 

２ 市営住宅に係る共同施設及び改良住宅に係る地区施設(保育所を除く。)の管理及び処分に関

すること。 

３ 市営住宅及び改良住宅の増築、模様替等の承認等に関すること。 

 

指導部 

 建築企画課 

１ 建築関係法令事務に係る条例、規則その他の規程の立案及び解釈に関すること(企画部企画

課の分掌事務に係るもの並びに同部都市計画課の分掌事務第 7号及び第 13 号に係るものを除

く。)。 

２ 建築関係法令事務等の部内並びに情報相談部、建築審査部及び宅地審査部との連絡調整等に

関すること(都市整備局都市再生推進課の分掌事務第 5号、同局みなとみらい 21 推進課の分掌

事務第 8号並びに同局都市づくり部地域まちづくり課の分掌事務第 6号及び第 7号及び第 11

号に係るものを除く。)。 

３ 建築関係法令事務の指導、相談等に関すること(都市整備局都市再生推進課の分掌事務第 5

号、同局みなとみらい 21 推進課の分掌事務第 8号、同局都市づくり部地域まちづくり課の分

掌事務第6号及び第7号及び第11号並びに区役所総務部区政推進課の分掌事務第17号に係る

ものを除く。)。 

４ 地域地区指定の協議に伴う調査及び災害危険区域の指定に関すること。 

５ 壁面線に関すること。 

６ 建築協定の認可に関すること。 

７ 風致地区に係る条例、規則等の立案及び都市計画決定のための原案作成に関すること。 

８ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律(平成 20 年法律第 87 号)に係る条例、規則その他の

規程の立案及び解釈に関すること。 

９ 狭あい道路の整備に係る条例、規則等の立案及び解釈並びに横浜市狭あい道路の整備の促進

に関する条例(平成 7年 3月横浜市条例第 19 号)に基づく整備促進路線の指定に関すること。 
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10 木造住宅、マンション及び特定建築物（建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成 7年法

律第 123 号）第 6条に規定する特定建築物をいう。）の耐震の促進に関すること（建築審査部

建築審査課の分掌事務第 12 号に係るものを除く。）。 

11 建築物の防災に関すること（建築審査部建築審査課の分掌事務第 5号から第 7号までに係る

ものを除く。）。 

12 都市計画法等に基づく開発行為、住宅地造成事業及び宅地造成工事(以下「開発行為等」と

いう。)並びに開発事業調整条例に係る調査に関すること(道路、公園等の公共施設の管理者(以

下「公共施設管理者」という。)の主管に属するものを除く。)。 

13 がけ崩壊後の二次災害防止のための応急資材の補充に関すること(公共施設管理者の主管に

属するものを除く。)。 

14 開発調整会議の運営に関すること。 

15 民間建築物吹付けアスベスト対策事業に関すること。 

16 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

宅地企画課 

１ 宅地開発指導に係る企画、立案及び制度に係る調整に関すること(企画部企画課の主管に属

するものを除く。)。 

２ 開発行為等に関する条例及び規則の立案、解釈及び運用方針に関すること。 

３ 開発行為等の技術基準の策定及び調整に関すること。 

４ 開発事業調整条例(第 3章を除く。以下この部中同じ。)の立案、解釈及び運用方針に関する

こと。 

５ 開発事業調整条例の技術基準の策定及び調整に関すること。 

６ 開発行為等の未完結事業の処理に関すること。 

７ 開発行為等及び開発事業調整条例に係る事務の情報相談部、建築審査部及び宅地審査部との

連絡調整に関すること。 

８ 宅地造成工事規制区域の指定に関すること。 

９ 大都市地域における優良宅地開発の促進に関する緊急措置法(昭和 63年法律第 47号)に関す

ること。 

10 都市農地の計画的宅地化に関すること。 

11 崩壊のおそれのあるがけ等の防災指導に関すること(公共施設管理者の主管に属するものを

除く。)。 

12 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関すること(公共施設管理者の主管に属するものを除

く。)。 
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建築監察部 

調査課 

審査係 

１ 横浜市建築審査会に関すること。 

２ 横浜市開発審査会に関すること。 

３ 部内他の課、係の主管に属しないこと。 

調整係 

１ 不服申立て、訴訟等に係る局内の総括に関すること(市営住宅又は改良住宅の使用料等に係

るものを除く。)。 

２ 紛争に発展するおそれのある事件(市営住宅又は改良住宅の使用料等に係るものを除く。)に

ついての局内の総括に関すること。 

 

違反対策課 

１ 建築基準法令の違反是正指導及び措置に関すること(建築審査部建築審査課の分掌事務第 2

号及び第 3号並びに同部指定機関指導課の分掌事務第 5号及び第 6号に係るものを除く。)。 

２ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律(平成 18 年法律第 91 号。以下「バ

リアフリー法」という。)第 15 条に基づく違反是正指導及び措置に関すること。 

３ 都市計画法に基づく開発行為、旧住宅地造成事業に関する法律(昭和 39 年法律第 160 号)に

基づく住宅地造成事業及び宅地造成等規制法(昭和 36 年法律第 191 号)に基づく宅地造成工事

の違反是正指導及び措置に関すること(宅地審査部宅地審査課の分掌事務第 5号及び同部調整

区域課の分掌事務第 6号に係るものを除く。)。 

４ 市街化調整区域における都市計画法に違反する建築物に係る調査、違反是正指導及び措置に

関すること(宅地審査部調整区域課の分掌事務第 7号に係るものを除く。)。 

５ 横浜市斜面地における地下室建築物の建築及び開発の制限等に関する条例(平成 16年 3月横

浜市条例第 4号。以下「地下室マンション条例」という。)第 8条から第 10 条までの規定に基

づく斜面地開発行為に関する違反是正指導及び措置に関すること。 

６ 横浜市風致地区条例(昭和 45 年 6 月横浜市条例第 35 号。以下「風致条例」という。)の違反

是正指導及び措置に関すること(建築審査部建築環境課の分掌事務第 5号に係るものを除く。)。 

７ 建築基準法(昭和 25 年法律第 201 号)第 9条第７項及び第 10 項に基づく命令(建築審査部建

築審査課の分掌事務第 3号及び同部指定機関指導課の分掌事務第 6号に係るものを除く。)並

びに都市計画法第81条第 1項及び宅地造成等規制法第14条第 4項に基づく緊急工事施行停止

命令(宅地審査部宅地審査課の分掌事務第 5号及び同部調整区域課の分掌事務第 6号に係るも

のを除く。)に関すること。 

 

情報相談部 

情報相談課 

１ 建築及び開発に係る情報提供及び相談に関すること。 

２ 建築、開発行為等及び開発事業調整条例に基づく手続に係る統計並びにその報告に関するこ

と。 

３ 建築基準法第 93 条の 2に基づく書類の閲覧に関すること。 

４ 租税特別措置法に基づく優良住宅及び優良宅地の認定に関すること(都市整備局企画課の分

掌事務第 8号及び同局市街地整備部市街地整備調整課の分掌事務第 10号に係るものを除く。)。 
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５ 開発登録簿の閲覧及びその写しの交付に関すること。 

６ 租税特別措置法施行令(昭和 32 年政令第 43 号）に基づく特定民間再開発事業であること及

び地区外転出事情があること並びに特定の民間再開発事業であることについての認定に関す

ること。 

７ 租税特別措置法施行令第 41 条による証明(中古住宅に係る証明を除く。)に関すること。 

８ 開発事業説明状況等報告書の縦覧及び台帳の閲覧に関すること。 

９ 建築確認申請台帳の記載事項証明に関すること。 

10 部内他の課並びに建築審査部及び宅地審査部の主管に属しないこと。 

 

建築道路課 

１ 建築基準法第 42条第 1項第 5号の道路の位置の指定に関すること(宅地審査部宅地審査課の

分掌事務第 7号及び同部調整区域課の分掌事務第 9号に係るものを除く。)。 

２  建築基準法第 42 条第 2項の道路及びこれに準ずる道路の拡幅整備に係る調整に関すること

(区役所土木事務所の主管に属するものを除く。)。 

３ 建築基準法第 43 条第 1項に基づく許可に関すること。 

４ その他建築基準法に基づく道路に関する判定及び調整に関すること。 

５ 横浜市建築基準条例(昭和 35年 10 月横浜市条例第 20号)第 56条の 3の申請に係る道路の変

更又は廃止に関すること。 

６ 横浜市狭あい道路の整備の促進に関する条例に基づく事業に関すること(指導部建築企画課

の分掌事務第 8号に係るもの及び区役所土木事務所の主管に属するものを除く。)。 

 

建築審査部 

 建築環境課 

  市街地建築係 

１ 建築関係法令に基づく建築物の許可及びこれに伴う聴聞会並びに同関係法令に基づく建築

物の認定に関すること(建築道路課及び建築審査課の主管に属するものを除く。)。 

２ 部内他の課、係の主管に属しないこと。 

 

建築環境係 

１「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年法律第 91 号。以下 

「バリアフリー法」という。）」に基づく認定に関すること。 

２ エネルギーの使用の合理化に関する法律(昭和 54年法律第 49号)に基づく届出の審査及び調

査に関すること。 

３ 「長期優良住宅法に基づく法律（平成 20 年法律第 87 号）」に基づく認定等に関すること。 

４ 横浜市風致地区条例（昭和 45 年 6 月横浜市条例第 35 号。）に基づく行為の許可及び指導、

違反 

に係る調査、初期指導及び報告並びに風致地区に関する条例、規則等の運用に関すること。 

５ 横浜市福祉のまちづくり条例（平成 9年 3月横浜市条例第 19 号）に基づく建築物の審査、

指導及び検査に関すること。 

６ 横浜市生活環境の保全等に関する条例(平成 14 年 12 月横浜市条例第 58 号)に基づく建築物

環境配慮計画等に関すること。 
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建築審査課 

審査係 

１ 建築基準法(昭和 25 年法律第 201 号)第 6条第 1項に掲げる建築物の確認、指導に関するこ

と。 

２ 建築基準法第 85 条第 5項の規定に基づく仮設建築物の建築の許可に関すること。 

３ 建築基準法第 18 条第 3項（バリアフリー法第 17 条第 6項により準用される場合を含む。） 

による審査及び交付に関すること（構造係及び設備係の主管に属するものを除く。）。 

４  バリアフリー法第 14 条第 4項に規定する建築基準関係規定の審査に関すること（設備係の

主管に属するものを除く。）。 

５ 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成 7年法律第 123 号）第 8条に基づく同意に関す

ること（構造係及び設備係の主管に属するものを除く。）。 

６ 横浜市駐車場条例(昭和 38 年 10 月横浜市条例第 33 号)に基づき建築物に附置されるべき駐

車場の審査及び指導に関すること。 

７ 横浜市斜面地における地下室建築物の建築及び開発の制限等に関する条例（平成 16 年 3 月

横浜市条例第 4号）第 4条の規定に基づく斜面地開発行為における建築物の延べ面積の判定に

関すること。 

８ 高層建築物等に係る防災計画の指導に関すること（設備係の主管に属するものを除く。）。 

９ 独立行政法人住宅金融支援機構受託事務のうち、災害復興住宅に係る設計審査に関すること 

（構造係及び設備係の主管に属するものを除く。）。 

10 課内他の係の主管に属しないこと。 

 

構造係 

１  建築基準法第 6条第 1項第 2号及び第 3号に掲げる建築物（構造計算によって安全性を確か 

めるものに限る。）の構造耐力の審査、指導及び中間検査に関すること。 

２ 建築基準法第 88 条第 1項及び第 2項に規定する工作物（昇降機及び遊戯施設等並びに擁壁

を除く。)の確認、指導、審査及び検査に関すること。 

３  建築基準法第 18 条第 3項（バリアフリー法第 17 条第 6項により準用される場合を含む。） 

による構造耐力の審査に関すること。 

４ 建築物の耐震改修の促進に関する法律第 8条に基づく同意に関すること（構造耐力の審査に

関するものに限る。）。 

５ 独立行政法人住宅金融支援機構受託事務のうち、災害復興住宅に係る設計審査に関すること

(構造耐力の審査に関するものに限る。)。 

６ 保安上危険な建築物（工事現場における災害防止に限る。）に対する調査及び措置に関する

こと。 

 

設備係 

１ 建築基準法第 6条第 1項第 1号から第 3号に掲げる建築物の建築設備の指導及び審査に関す

ること。 

２ 建築基準法第 87 条の 2に規定する建築設備の確認、指導、審査及び検査に関すること。 

３  建築基準法第 88 条第 1項に規定する昇降機及び遊戯施設等の確認、指導、審査及び検査に

関すること。 

４ 保安上危険な建築物又は衛生上有害な建築物の建築設備に対する調査及び措置に関するこ
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と。 

５ 建築基準法第 12 条第 3項に基づく定期報告に関すること。 

６ 指定確認検査機関が行った建築確認のうち昇降機等の構造等に関する報告の審査に関する

こと。 

７ 高層建築物等に係る防災計画の指導に関すること（建築設備に関するものに限る。）。 

８ 建築基準法第 18 条第 3項（バリアフリー法第 17 条第 6項により準用される場合を含む。）

による審査に関すること（建築設備に関するものに限る。）。 

９ バリアフリー法第 14 条第 4項に規定する建築基準関係規定の審査に関すること（建築設備 

 に関するものに限る。）。 

10 建築物の耐震改修の促進に関する法律第 8条に基づく同意に関すること（設備審査に関する

ものに限る。）。 

 

検査係 

１ 建築基準法第 6条第 1項に掲げる建築物に係る検査に関すること（構造係の主管に属するも

のを除く。）。 

２ 建築関係法令又はこれに基づく命令に違反する建築物の調査及び報告に関すること（宅地審

査部宅地審査課及び調整区域課の主管に属するものを除く。）。 

３ 建築主事が行う建築確認に関わる建築基準法第 9条第 7項及び第 10 項の規定に基づく命令

に関すること。 

４ 建築基準法第 7条の 6第 1項ただし書又は同法第 18条第 22項ただし書の規定に基づく仮使

用の承認に関すること。 

５ 保安上危険な建築物又は衛生上有害な建築物に対する調査及び措置に関すること（構造係及

び設備係の主管に属するものを除く。）。 

６ 既存建築物の防火避難の指導に関すること。 

７ 建築基準法第 12 条第 1項に基づく定期報告に関すること。 

８ 建築基準法第 18 条第 15 項及び第 18 項による検査並びに同条第 16 項及び第 19 項による交

付に関すること。 

９ バリアフリー法第 14 条第 4項に規定する建築基準関係規定の検査に関すること。 

10 横浜市駐車場条例に基づく附置義務駐車場に係る違反建築物の調査及び報告に関すること。 

11 独立行政法人住宅金融支援機構受託事務のうち、災害復興住宅に係る現場審査に関すること。 

 

指定機関指導課 

１ 指定確認検査機関が行った建築確認に係る報告の審査及び指導に関すること(建築審査課の

分掌事務第 10 号に係るものを除く。)。 

２ 指定確認検査機関との連絡調整に関すること。 

３ 建築基準法第 6条の 2第 11 項の通知に関すること。 

４ 建築基準法第 77 条の 31 第 2 項に基づく指定確認検査機関への立入検査等に関すること。 

５ 指定確認検査機関が行った建築確認の違反に係る調査、初期指導及び報告に関すること。 

６ 指定確認検査機関が建築確認又は検査を行った建築物に係る建築基準法第9条第 7項及び第

10 項に基づく命令に関すること。 

 

 



12 

宅地審査部 

宅地審査課 

１  市街化区域における開発事業の手続に係る調整に関すること（総務部中高層調整課の分掌事

務第 2号に係るものを除く。）。 

２  市街化区域における開発行為等の許可、検査及び指導に関すること(公共施設管理者が実施

するものを除く。)。 

３ 市街化区域における都市計画法第 29 条ただし書の適用に関すること。 

４ 市街化区域における開発事業の手続に係る違反是正指導に関すること（総務部中高層調整課

の分掌事務第 2号に係るものを除く。）。 

５ 市街化区域における開発行為等に係る違反工事の調査、初期指導（緊急工事施行停止命令を

含む。）及び報告に関すること。 

６ 市街化区域における地下室マンション条例第 8条から第 10 条までに基づく斜面地開発行為

に関する勧告、命令、報告等の徴収及び立入検査に関すること。 

７ 市街化区域における建築基準法第 42 条第 1項第 5号の道路（新たに築造しようとするもの

に限る。）の位置の指定に関すること。 

８  市街化区域における建築基準法第 88 条第 1項の工作物（擁壁に限る。）の確認、指導及び検

査並びに違反工事の調査、初期指導及び報告に関すること。 

 

調整区域課 

１ 市街化調整区域における開発事業の手続に係る調整に関すること（総務部中高層調整課の分

掌事務第 2号に係るものを除く。）。 

２ 市街化調整区域における開発行為等の許可、検査及び指導に関すること(公共施設管理者が

実施するものを除く。)。 

３ 市街化調整区域における都市計画法第 29 条ただし書の適用に関すること。 

４ 都市計画法第 41 条から第 43 条までの許可及び協議に関すること。 

５ 市街化調整区域における開発事業の手続に係る違反是正指導に関すること（総務部中高層調

整課の分掌事務第 2号に係るものを除く。）。 

６ 市街化調整区域における開発行為等に係る違反工事の調査、初期指導（緊急工事施行停止命

令を含む。）及び報告に関すること。 

７ 市街化調整区域における都市計画法に違反する建築物に係る報告に関すること(調査及び違

反是正指導を除く。)。 

８ 市街化調整区域における地下室マンション条例第 8条から第 10 条までに基づく斜面地開発

行為に関する勧告、命令、報告等の徴収及び立入検査に関すること。 

９ 市街化調整区域における建築基準法第 42 条第 1項第 5号の道路（新たに築造しようとする

ものに限る。）の位置の指定に関すること。 

10   市街化調整区域における建築基準法第 88 条第 1項の工作物（擁壁に限る。）の確認、指導

及び検査並びに違反工事の調査、初期指導及び報告に関すること。 

11 開発登録簿の調製に関すること。 

12 都市計画法等に基づく設計者の資格の登録に関すること。 

13 都市計画法第 45 条の承認に関すること。 

14 開発行為等の工事完了公告に関すること。 
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公共建築部 

企画管理課 

１ 庁舎及び住宅、学校その他の公の施設(資源循環局、港湾局、水道局及び交通局の主管に属

するものを除く。以下この項中「庁舎等」という。)に係る工事の企画及び総合調整に関する

こと。 

２ 建築工事、電気設備工事及び機械設備工事(以下この部中「建築工事等」という。)に関する

技術基準等の作成並びに指導及び研修に関すること。 

３ 建築工事等に係る設計単価、歩掛り等の作成及び調整に関すること。 

４ 建築工事等に係る検査及び安全管理等に関すること。 

５ 庁舎等に係る技術上の調査に係る総合調整に関すること。 

６ 財団法人横浜市建築保全公社との連絡調整に関すること。 

７ 部内他の課の主管に属しないこと。 

 

 保全推進課 

１ 庁舎等の保全計画に係る総合調整に関すること。 

２ 庁舎等(住宅を除く。)の保全計画及び保全の調査及び対策に関すること。 

３ 庁舎等の省エネルギーの推進に関すること。 

４ 庁舎等の設備管理等に係る総合調整に関すること。 

５ 横浜市電気工作物保安規程(昭和 48 年 8 月達第 33 号)に関すること(環境創造局、資源循環

局、経済観光局、道路局及び港湾局の主管に属するものを除く。)及びまちづくり調整局長が

指定する施設の設備管理に関すること。 

６ 市庁舎の設備の維持管理並びにこれに伴う小規模修繕工事等の設計及び施行に関すること。 

 

施設整備課 

１ 庁舎等の建設工事に関すること。 

２ 庁舎等に係る土木工事に関すること。 

３ 学校の建設等に係る調整に関すること(教育委員会事務局総務部施設管理課施設管理係の分

掌事務第 4号に係るものを除く。)。 

 

 電気設備課 

１ 庁舎等の電気設備工事に関すること(住宅部住宅管理課の分掌事務第 1号及び保全推進課の

分掌事務第 6号に係るものを除く。)。 

 

 機械設備課 

１ 庁舎等の機械設備工事に関すること(住宅部住宅管理課の分掌事務第 1 号及び保全推進課の

分掌事務第 6号に係るものを除く。)。 
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4 平成21年度 Q �-ﾈ+�,8*ﾘ.�+"�i､ 整局予算について ら′ 

}　予算編成の基本的な考え方

近年､建築行政の信頼を揺るがす事件･事故が相次いだことを踏まえ､建築審査･検査体制の一層の強

化に努めるとともに､大規模震災に備えた建築物の耐震化､建築物の環境対策､少子高齢社会に対応し

た住宅施策など､市民の期待に応える施策の推進に取り組みます｡

平成21年度予算は､引き続き厳しい財政状況が続く中で､緊急度･優先度を精査した予算配分に努

め､市民の生活基盤を支える事業を着実に推進する予算として編成しました｡

■　重点施策

｢安全･安心なまちづくり｣｢環境に配慮したまちづくり｣｢人口減少･少子高齢社会に対応したまちづく

り｣を施策の柱として､市民が安心して暮らせる｢まちづくり｣を目指すとともに､社会経済情勢の悪化を踏ま

え､公共施設の長寿命化対策-の民間活力の導入を検討するなど､ ｢緊急経済対策｣に配慮した取組を

実施していきます｡

1　安全･安心なまらつくり

建築物の耐震性の向上やがけ地防災対策､狭あい道路の拡幅など安全で安心できるまらづくり

を推進します｡また､建築審査･検査の的確な実施や違反建築･開発に対する指導･処分の実施

など､公平･公正な建築行政により､まらの安全を確保します｡

(単位:千円)

事業名 兌ﾙ�ﾃ#�D�7��平成20年度 俚x初�ﾘ�(ﾋ��備考 

木造住宅.マンション耐震事業 田32ﾃs�R�675,940 鳴��#C"ﾃ##X�9xｸ捧~ﾉ�霽盈8ﾗ(�9^(��R�

特定建築物耐震診断.改修促進事業 都Rﾃss��181,000△105,230 剔ﾏ震診断､改修件数の見直し による減 

がけ地防災対策事業 都rﾃ��"�77,092! l l ���

急傾斜地崩壊対策事業 鼎��ﾃs���430,363△29.663 

狭あい道路拡幅整備事業 涛���#迭�916,179; 1 ��#BﾃャB� 

民間建築物アスベスト対策事業 ��RﾃS���31,000! ��#�RﾃS���除去等工事件数の見直しによ る 

違反是正指導強化事業 �3�ﾃsC"�31,288…△546事務経費等の見直しによる減 

建築.宅地指導センター運営費 �#�r紊C��221,695 ��#Bﾃ#SR�事務経費等の見直しによる減 

新搾霊室窒住宅建設候補地データベ-ス ��2紊ィ�013,484 
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2　環境に配慮したまちづくり

地球環境に配慮し､公共建築物の長寿命化や省エネルギー化を推進します｡また､民間住宅･建

築物の温暖化対策として､建築物環境配慮制度(CASBE E横浜)の拡充に取り組むとともに､

脱温暖化モデル住宅の普及に向けた検討を行います｡

(単位:千円)

事業名 兌ﾙ�ﾃ#�D�7��平成20年度巨引増△減 剩�l 

公共建築物長寿命化対策事業 �"ﾃc#Bﾃ����ィﾃ���ﾃ�����3,129,∞0 (4,000,000) ��#S�Rﾈ��ﾈ�bｙ�8�8ﾇh�8ｧ｢�

新羅望遠歪芸導入した公共施設長寿命化 迭ﾃ����0 迭ﾈ�s��柑~ﾈﾜX敢�ｩ�x冷��

公共建築物温暖化対策事業 ��RﾃS���10,000 迭ﾃS��ﾇi�｢饂ｩ�ﾙN��,ﾉ�ﾒ�

ESCO推進事業 �2�3#b�1,3262,∞0交付金対象事業の増 

新誓藁物の工ネルギ-性能の評価.格付 途ﾃ#���1,192.6,089 

新脱温暖化モデル住宅推進事業 ��Rﾃ����015,000 

新長期優良住宅普及促進事業 �3づC���038,410 

3　人口減少･少子高齢社会に対応したまちつくり

人口減少･少子高齢社会に対応した豊かな住生活の実現に向けて､住宅の質的向上や地域の特性

に応じた居住環境の形成等を進めます｡また､マンション管理組合支援などについても引き続き取

り組みます｡

(単位:千円) 

事業名 兌ﾙ�ﾃ#�D�7��平成20年度 俚x初�ﾘ�(ﾋ��備考 

マンション管理組合支援事業 ���ﾃS���12,500 鳴�ﾂ�ﾈ�#"ﾃ����補助件数の見直しによる減 

高齢者向け優良賃貸住宅事業 鉄S2ﾃ3c��817,963△264,594≡窒壷詔霊獣志る共同施設 

高齢者住替え促進事業 �2ﾃS���9,301 ��#Rﾃ���勾�Y{�,ﾈﾊ�+ﾈ+X,�.h.侏��

地域子育て応援マンション認定事業 鉄���1,000 ��#S��韜ik�ﾆ��9�,ﾈﾊ�+ﾈ+X,�.h.侏��ﾂ�

公営住宅整備事業 �"ﾃ�澱ﾃ#C��3,074,843△978,595 剞V規建設事業の休止による減 

民間住宅あんしん入居事業 釘ﾃ����4,446 ��#CCb�勾�Y{�,ﾈﾊ�+ﾈ+X,�.h.侏��

新会謂謂諾孟宗郊外部の 迭ﾃ����0 迭ﾃ���9��蔚xﾎｨﾅ(冷��
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平成21年度　歳出予算　総括表
( 劔剪P位:千円) 

科目 劔[ﾙ�ﾃ#�D�7��uﾈ螽ｧ｢�平成20年度 予算額 俚x初�ﾘ�(ﾋ��増減率 

9款まちづくり調整費 剴#"ﾃc#�ﾃ�C��25,153,425 ��#"ﾂﾓS3"霰#ィ�ム10.1% 

1項建築指導費 �10,146,310 免ﾂﾃ�3づcS��△992,349 ��#ゅ坦�

1日建築行政総務費 途ﾃ#釘ﾃ�3��7,802,975 ��#S�づ�3b�△6.5% 

2日都市計画調査費 ��Crﾃ3s��114,184 �32ﾃ�ビ�29.1% 

3日公共建築物長寿命化対策費 �"ﾃc#Bﾃ����3,129,000 ��#S�Rﾃ����△16.1% 

4日工事監理費 �3�ﾃ����42,500 ��#�"ﾃS���△29.4% 

5日横浜市建築保全公社助成費 鉄�ﾃ����50,000 ��-o/o 

2項住宅費 �12,474,831 ��Bﾃ��Bﾃscb�△1,539,935 ��#����R�

1日市営住宅管理費 途ﾃ�コﾃ�3"�7,152,569 �3"ﾃSc2�0.5% 

2日公営住宅整備費 �"ﾃ�澱ﾃsC��3,075,311 ��#都づSc2�△31.8% 

3日優良賃貸住宅事業費 �2ﾃ�3rﾃ��r�3,667,355 ��#c3�ﾃ#3��△17.2% 

4日住宅施策推進費 ��SRﾃ�3B�119,531 �3bﾃ3�2�30.4% 

歳出合計 剴#"ﾃc#�ﾃ�C��25,153,425 ��#"ﾃS3"ﾃ#ィ�△10.1% 

(歳出財源内訳)　　　　　　　　(単位:千円)

特定財源 壷Lｨﾞ�ﾋ��計 

17,685,287 釘ﾃ�3RﾃゴB�22,621,141 

特定財源内訳 �17,685,287 

1国庫支出金 �3,308,057 

2県支出金 �13,484 

3市債 �1,806,000 

4その他 �12,557,746 

(1)証紙収入及び手数料 ��"ﾃ#��ﾃc�R�

(2)財産収入 塔rﾃ����

(3)諸収入 ��ヲﾃ##��

(一般会計

まちづくり調整局の割合　1.6%　く9款まち局予算/一般会計予算〉
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建築行政総務費

7,294,939千円

7, 802, 975

△508, 036

543, 789

県

106, 000

証紙収入 502, 950

財産収入

一般財源
6,055,661

(1)建築･宅地指導センター運営費

木造住宅やマンションの耐震対策､狭あい道路の拡
幅､がけ地対策など安全で安心なまちづくりを推進する
とともに､違反開発や違反建築に対する是正指導を進め
ます｡

また､民間住宅･建築物の温暖化対策として､建築物
環境配慮制度(cASBEE横浜)の拡充に取り組みま
す｡

217,440千円　(⑳　221,695千円)

(差引　△4,255千円)

建築･宅地指導センターでは､建築確認申請や開発･宅造許可申請の受付､各種証明書類
の発行､建築計画概要書の閲覧､建築相談等の業務を行っています｡来庁者にとって利用し
やすいセンターとするため､平成20年度は窓口における発券機の増設･窓口案内板の改善等
を行いました｡平成21年度も引き続き､窓口改善や事務の効率化を図ります｡

(2)違反是正指導強化事業 30,742千円　(⑳　31,288千円)

(差引　　△ 546千円)

○　違反をさせない風土づくり(違反をさせない)

･地域力を活かした違反建築の未然防止について､ 3地区を地域連携モデルに取組を進

めてきました｡平成21年度は啓発表示板や広報誌での啓発など具体的な活動を行いま
す｡

また､モデル3地区での取組を検証しながら､新たな地域展開を図ります｡
･警察･消防などの関係機関及び建設･不動産･金融などの団体との｢違反建築物等

対策連絡会｣等を開催します｡
･　市街化調整区域において､違反建築を未然に防ぐための注意喚起看板を設置します｡

○　市街化調整区域における初動期の違反是正指導の推進(違反を見逃さない)

市街化調整区域の現況有姿分譲地の中から｢違反調査強化区域｣を指定し､ NPO法人等
-の委託によるパトロールを実施します｡

【参考】
現況有姿分譲地:主に市街化調整区域内での資材置場や家庭菜園等の土地利用を目的として､

区画して分譲したもの｡なお､原則として家屋や倉庫･物置等の建築物を建
てた場合は違法となる｡

○　違反建築物等に対する処分の推進(違反を許さない)

建築基準法､都市計画法及び宅地造成等規制法等に違反している建築物等に対して､
関係機関･団体と連携を密にして早期是正を図るとともに､悪質なものに対しては､行
政代執行や告発など､厳正な対応を図ります｡

-　4　-

本
年
度
の
財
源
内
訳



(3)建築開発法務体制強化事業 2,128千円　(⑳　1,775千円)

(差引　　　　353千円)

違反建築等-の対応強化をはじめとした建築開発指導行政の執行に当たり､専門の弁護士
の助言を受けることにより､訴訟等の法的紛争に発展するおそれのある問題を適切に解決す
るとともに､紛争の未然防止を図ります｡また､職員の法務能力の向上を目指します｡

(4)木造住宅･マンション耐震事業

ア　木造住宅耐震診断士派遣事業

633,715千円　(⑳　675,940千円)

(差引　△ 42,225千円)

74,040千円　(㊨ 113,750千円)

(差引　△ 39,710千円)

旧耐震基準(昭和56年5月末日以前)で建築された木造住宅について耐震診断士を無
料で派遣します｡また､耐震診断の結果､上部構造評点1.0未満(倒壊の可能性がある又
は高い)と判定された場合､希望に応じて専門家を無料で派遣し､耐震改修計画案の作
成や概算費用の算出等を行います｡

対　象:昭和56年5月末日以前に建築確認を得て着工した､ 2階建以下の在来構法による
自己居住用木造戸建住宅

耐震診断予定件数: 1,200戸(⑳　2,500戸)

訪問相談予定件数:　600戸(⑳　　　250戸)

イ　木造住宅耐震改修促進事業 385,315千円　(⑳　433,500千円)

(差引　△ 48,185千円)

耐震診断の結果､上部構造評点1.0未満(倒壊の可能性がある又は高い)と判定された
住宅について､耐震改修工事費用の一部を補助します｡

補助限度額　:一般世帯　150万円､非課税世帯　225万円
改修予定件数: 220戸(⑳250戸)

ウ　木造住宅建菅等促進事業 6,000千円　(⑳　30,000千円)

(差引　△ 24,000千円)

本市が定めるモデル地区(5地区)に所在する住宅のうち､耐震診断の結果､上部構造
評点1.O末捕(倒壊の可能性がある又は高い)と判定された住宅の除却費用の一部を補助
します｡

モデル地区:西区西戸部地区､中区本郷町3丁目地区､南区清水ヶ丘地区､
磯子区久木･広地･滝三･中浜地区､金沢区金沢周辺地区

補助限度額:既存住宅除去費用の2/3 (上限5 0万円)
予定件数: 12戸(⑳60戸)

エ　防災ベッド等設置推進事業 2,400千円　(⑳　　5,000千円)

(差引　△2,600千円)

旧耐震基準(昭和56年5月末日以前)で建築された木造住宅に居住する高齢者等が防
災ベッドや耐震シェルターを設置する場合､その費用の一部を補助します｡

補助限度額: 10万円
予定件数: 24件(⑳50件)
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オ　マンション耐震診断支援事業 31,060千円　(⑳　18,935千円)

(差引　12, 125千円)

旧耐震基準(昭和56年5月末日以前)で建築されたマンションの管理組合が行う耐震
診断を支援します｡

予備診断:図面確認や現地調査により耐震性(本診断の必要性)を判定します｡
診断費用:無料(本市が実施)
診断予定棟数: 50棟(⑳21棟)

本診断:予備診断の結果､本診断が必要とされたマンションについて､より精密な
診断を行い､併せて耐震改修の方法や概算費用などを提示します｡
補助限度額　:診断費用の1/2 (戸当り3万円を上限)
診断予定棟数: 1 5棟(⑳7棟)

カ　マンション耐震改#促進事業 123,000千円　(⑳　60,000千円)

(差引　　63, 000千円)

耐震診断の結果等により改修の必要があるマンションに､耐震改修工事等の費用の一
部を補助します｡

対　　　　象:本診断の結果又は構造計算書の偽装により改修の必要がある
分譲マンションで､ ｢耐震改修促進法｣の認定を受けたもの

改修予定件数: 7件(⑳2件)

(5)特定建築物耐震診断･改修促進事業 75,770千円　(⑳ 181,000千円)

(差引　△ 105,230千円)

民間の特定建築物で耐震診断､改修設計及び耐震改修を行う場合､事業者にその費用の一
部を補助し､耐震化を促進します｡

耐震診断件数: 15件　(⑳　20件)

改修設計件数:　5件　(⑳　20件)
耐震改修件数:　5件　(⑳　15件)

【参考】

特定建築物:昭和56年5月末日以前に建築確認を得て着工されたもので､次のもの

･病院や学校など災害時に重要な機能を果たす建築物及び百貨店や映画館など災害時に多数の

者に危険が及ぶおそれのある建築物

･延べ面積が1, 000m2以上(幼稚園等は500m2以上)であり､原則3階以上の耐火又は準耐火建築物

耐震診断の補助額:耐震診断費用の2/3 (国1/3､市1/3) ~ 〔上限6,000千円〕

改修設計の補助額:改修設計費用の2/3 (国1/3､市1/3)  〔上限6,000千円〕

耐震改修の補助額:耐震改修工事費用の約15.2%(国7.6%､市7.6%) 〔上限40,000千円〕

(耐震改修促進法の認定を受けたもの)
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(6)建築物防災関連事業 34,891千円　(⑳　38,775千円)

(差引　△3,884千円)

建築物や昇降機等の適切な維持･管理を推進するために､本市が指定した建築物や昇降
機等の所有者又は管理者に定期的な施設の調査･点検の実施を義務づけ､その結果の報告
を求める建築基準法の定期報告制度の活用を推進します｡
なお､昇降機等の事故の多発を受けて行われた平成20年4月の建築基準法施行細則の改
正により､排煙設備の風量測定やェレベーターのロープの磨耗度点検等､調査･点検項目
が大幅に増加しましたが､平成20年度に新たに開発した定期報告事務処理システムを用い
て効率的な事務処理を行うとともに､併せて制度の普及啓発に努めます｡

【参考】
定期報告対象施設数(見込み)
建築物(※1)　　1,703件　(⑳　1,664)

建築設備(※2)　　2,187件　(⑳　2,090)

昇降機等(※3)　　28,847件　(⑳　27,900)

(※1)劇場､映画館､百貨店､遊技場､ホテル､旅館､児童福祉施設､その他

(※2)指定された建築物の機械換気設備､排煙設備､非常用の照明装置等
(※3)エレベーター､エスカレーター､遊戯施設等

(7)急傾斜地崩壊対策事業 400,700千円　(⑳　430,363千円)

(差引　△29,663千円)

｢急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律｣に定める基準に従い､神奈川県が市内
630箇所(平成20年12月末日現在)を｢急傾斜地崩壊危険区域｣に指定しており､この区域内
で県が施工する崩壊防止工事について､原則として工事費の20%を負担します｡

崩壊防止工事予定箇所数　　　　　　6 0箇所(⑳6 3箇所)

【参考】
区域指定基準
･傾斜角度30度以上､高さ5メートル以上､崩壊による被害想定家屋5戸以上

(8)土砂災害警戒区域等対策事業 3,515千円　(⑳　　2,359千円)

(差引　　1,156千円)

｢土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律｣に定める基準に

従い､神奈川県が南区の100区域(平成20年12月末日現在)を｢土砂災害警戒区域｣に指定
しています｡

県は引き続き法律に定めた基礎調査を西区､中区､保土ヶ谷区､港南区､磯子区､戸塚
区などで進めており､平成21年度に､西区､中区､保土ヶ谷区などにおいて区域指定を行
う予定です｡
本市はこの指定を受けて土砂災害ハザードマップを作成し､対象住民に周知します｡あ
わせて､関係区局が連携し警戒避難体制を整備します｡

【参考】
区域指定基準
1　土砂災害警戒区域
イ　傾斜角度が30度以上で高さが5m以上の区域
口　急傾斜地の上端から水平距離が1 0m以内の区域
ハ　急傾斜地の下端から急傾斜地の高さの2倍(50mを超える場合は50m)

2　土砂災害特別警戒区域
土砂災害警戒区域内のうち､土石流やがけ崩れ等が発生した場合に､建築物が
土砂により損壊し､住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれのある区域
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(9)がけ地防災対策事業 77,092千円　(⑳　77,092千円)

(差引　　　　　0千円)

がけ崩れ防災対策として地震､風水害等によるがけ崩れを未然に防ぐための防災工事やが
け崩れなどが発生した場合の復旧工事など､所有者等が行う対策工事に対して工事費の助成
を行います｡
また､がけ崩れが発生した際に､被害拡大を防止するため､防災シート掛け等の応急措置
や二次災害を防止するための応急仮設工事を実施します｡

工事助成予定件数
高さ5メートル以上のがけ
高さ2メートルを超え5メートル未満のがけ

【参考】

横浜市のがけ対策事業について

がけ地防災対策助成

対

策

復旧対策

【対象】
自然がけ
人工よう壁
など

防災活動
啓発活動

応　急　資　材　整　備

応　急　促　設　工

がけ地防災対策助成

(再掲)

調査･相談･ pR

9件(⑳10件)

23件(⑳13件)

･神奈川県が急傾斜地崩壊危険区域を指定
･本市は､県が行う工事費の原則20%を

負担(国40%　県40%)

･神奈川県が警戒区域と特別警戒区域を指定
･警戒避難体制整備等

がけの高さ5m以上の場合は
工事費の1/3を助成
(400万円限度)

がけの高さ2m超5m未満の場
合は工事費の1 /3助成
(200万円限度)

崩壊後の被害の拡大を防止するため､本市が防
災シート掛け等を実施

個人が所有する5m以上のがけで､二次災害の
一一日一一危険性がある場合､本市が坂柵等の仮設工事を

実施

一一･-宅地防災パトロールや弁護士相談の実施
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(10)宅地造成状況調査費 7,114千円　(⑳　28,143千円)

(差引　△ 21,029千円)

宅地の地震防災対策を推進するため､市内でこれまでに行われた開発などによる造成地に
ついて､その状況調査を行います｡

(ll)狭あい道路拡幅整備事業 911,295千円　(⑳　916,179千円)

(差引　△4,884千円)

幅員4m未満の狭あい道路を対象として､市民と協働で､地域の安全性や利便性を考慮し
た道路ネットワークを形成するため､ ｢整備促進路線｣での建替等の機会をとらえて､拡幅
部分の舗装整備を行うとともに､塀やよう壁等の除去や築造の費用に対して､建築主等に助
成を行います｡
また､事業をより効果的に進めるため､交差点間を一体的に拡幅整備する｢路線型整備｣
を関係区局と連携し､地元自治会等の協力を得ながら推進するとともに､建替等で整備する
際に､近隣の敷地も併せて拡幅する｢連続型整備｣を促進します｡なお､地域の要望が高い
路線については､整備促進路線の追加指定を行います｡

整備予定距離　9. 5km　(⑳　9. 5km)

【参考】
整備促進路線: ｢横浜市狭あい道路の整備の促進に関する条例｣に基づき指定した道路

(12)民間建築物アスベスト対策事業 15,500千円　(⑳　31,000千円)

(差引　△ 15,500千円)

多数の市民が利用する民間建築物で､吹付けアスベスト等が露出して施工されているもの
について､含有調査や除去工事等を行う事業主に対して費用の一部を助成します｡

補助額:含有調査費用の10/10 (国10/10)  〔上限額15万円(複数箇所の場合25万円) 〕

除去等工事費用の2/3 (国1/3､県1/6､市1/6)  〔上限額300万円〕

含有調査件数　　25件(⑳　10件)
除去等工事件数　10件(⑳　25件)
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(13)建築物のエネルギー性能の評価･格付事業【新規】　　　7,281千円　(⑳　1,192千円)

(差引　　6,089千円)

建築物の総合的な環境配慮-の取組として､従来から｢建築物環境配慮制度(CASB
EE (キヤスピー)横浜) ｣を運用しています｡これに加えて､平成21年度から新たに本

制度を拡充し､エネルギー性能のよい建物が市場で選択されるよう､建築物のエネルギー

性能の評価･格付けの仕組みづくりを進めます｡

具体的には､ ①不動産広告- ｢CASBEE横浜｣の評価結果の表示義務化に向けた建

築主-の説明会の開催､ ②届出対象の拡大に向けた市内建築設計者のための講習会の開

催､ ③戸建て住宅-の｢CASBEE-すまい(戸建)｣導入に向けた評価員講習会の開催､

などに取り組みます｡

【平成21年度の取組】

今後の拡充予定

戸建て住宅へ普及

CASBEEすまい

(戸建)の導入検

【参考】建築物環境配慮制度(cASBEE横浜)

横浜市建築物環境配慮制度は､建築主がその建物の｢建築物環境配慮

計画｣を作成することによって､建築物の省エネルギー対策や長寿命

化､周辺のまちなみとの調和､緑化対策などの評価項目により､総合的

な環境配慮の取組を進めるもので､届出制度と認証制度の2段構成に

なっています｡
(^～llEE械;I,ri.

CASBEE横浜イメーゾキャラクター

｢きゃすびっぴ｣

(認証制度の拡充: 5,000m2-2,000m2 (H1 9.4) )
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(14)長期優良住宅普及促進事業【新規】38,410千円(⑳o千円) 

(差引38,410千円) 

平成21年6月に施行予定の｢長期優良住宅の普及の促進に関する法律｣に基づき､劣化対 
策や耐震性などの一定の性能基準を満たした住宅の計画について､｢長期優良住宅建築等計 
画｣として認定しますo 

【参考】 

｢長期優良住宅の普及の促進に関する法律｣の概要 

(1)目的 

長期にわたり良好な状態で使用するための措置がその構造及び設備について講じられた優良な 
住宅(長期優良住宅)の普及を促進するため､国土交通大臣が策定する基本方針について定める 
とともに､所管行政庁による｢長期優良住宅建築等計画｣の認定制度及び当該認定に係る住宅の 
性能の表示により､その流通を促進する制度等の措置を講ずること 
(2)効果 
･住宅を長期にわたり使用し建替えを減らすことで､環境負荷の低減に大きく貢献 
･建替え費用の削減により､削減分を余暇活動等に充てることで､経済的なゆとりや豊かさを 

実感できる社会を実現 
･適切な維持保全を行うことにより､住宅の資産価値が向上 

(3)認定基準(概要) 

(4) (5) �(峪�鞜B���i�ｲ��数世代にわたり住宅の構造躯体が使用できること ��

耐震性 仂�-�,Hｴ�,價ﾙ�h+x.�&��ｸ,���+ZHﾇ���y駅�,ﾈ+ﾘ-�,ﾈ淙�8,ﾉvX更嶌/��ﾘ.�+ﾘ-ⅹ�傚ﾒ�のレベルの低減を図ること 

維持管理.更新の容易性 俔ﾉ�(ｾｹ�ﾈ,儂H-y���D��H*ｩ%ｨ*)>��R��ﾙOX,�,(*(,JH査鰄ｬyyﾒ��I�ﾂ�5��^(�2停�
更新を容易に行うために必要な措置が講じられていること 

可変性 从�ｨ�(,ﾈ8�487H5�5�488ｸ,ﾉ¥�ｹ9�,��+h,HｭH竧.�,ﾉ¥��*ｨ�)Eﾈ,��ｹ'X*ｨﾗX+h.x.ｨ,H*"�
ること 

省エネルギー性 �&iDﾙ�ｹEﾉ9�,ﾈ�4x6ﾈ8ｸ4ﾘ�ｹ�ｹEﾈ*ｨｦﾙ]ｸ+8.ｨ,H*(.�+�,b�

その他 �6�8ｨ4�7H8ｨ�ｹ�ｸ,�,r�

認定手続 

書く.-...?.::.*&:.;..:-:-I---.糾.....:......:...慧斬 

※1認定申請の際､手数料を徴収し､登録住宅性能評価機関-の委託費に充当 
認定申請に併せて､建築確認の審査の申出が可能 

※2国土交通大臣の登録を受け､設計段階等で､住宅の性能評価を客観的に行う民間機関 
推計認定申請件数 
1,850件(戸建住宅450件､共同住宅1,400件) 

- ll -



(15) ESCO推進事業 3,326千円　(⑳　1,326千円)

(差引　　2,000千円)

平成16年度に策定した｢横浜市公共建築物E SCO事業導入計画｣に基づき､既存公共建
築物-のE S CO事業の導入を推進します｡

予定事業数　2事業2施設(⑳2事業2施設)
予定施設名　日産スタジアムほか1施設

【参　考】
E S CO(Energy Service Company)事業とは､既存施設の設備改修において､省エネルギー化と維

持管理費の低減を図るため､民間事業者が計画･工事･管理･資金調達等包括的なサービスを提供
し､従前の環境を低下させることなく省エネルギー化を行い､その結果得られる効果を保証する事業
です｡

ESCO事業実施前

(16)公共建築物温暖化対策事業

ESCO事業実施中

(複数年契約)

契約期間終了後

15,500千円　(⑳　10,000千円)

(差引　　5,500千円)

本事業は､建物外壁仕様や空調方式等が異なる代表的な施設において､使用エネルギーを
きめ細かく把握､分析し､その結果に基づき設備機器等の運用を最も適切な方法に改善しよ
うとするものです｡
具体的には､外気温や電気､ガス等の使用状況を精密に計測･分析し､設備機器等の運用
改善を図り､省エネルギー効果を検証します｡
平成20年度は泉区総合庁舎をモデル施設として､夏期の使用エネルギーを精密に計測･分
析し､運用改善に向けた検討を行い､現在､冬期の計測を実施していますが､平成21年度は
泉区総合庁舎とは建物外壁や空調設備の仕様の異なる磯子区総合庁舎において実証試験を実
施します｡
また､これらの検証結果を踏まえ､施設全体の省エネルギー性能向上を図るため､ ｢公共
建築物温暖化対策指針(仮称) ｣の策定を行います｡

(17)公共施設等への間伐材活用事業 710千円　(⑳　　　864千円)

(差引　　△ 154千円)

平成16年度に策定した｢間伐材活用アクションプログラム｣に基づき､道志村水源林間伐
材の公共施設等-の活用を図ります｡
具体的には､間伐材を学校や市民利用施設の内装材や木柵等の外構材として活用すること
で､市民の環境意識の向上や道志村-の関心を喚起します｡
また､平成18年度に道志村内に整備したストックヤードについて､間伐材の安定供給がで
きるよう維持管理を行います｡
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(18)建設関連産業活性化支援事業 1,055千円　(⑳　1,250千円)

(差引　　△ 195千円)

地域経済や雇用､市民生活の安全を支える市内建設関連産業の活性化については､関連部
局と連携して､金融面や経営面からの支援を実施しています｡
本事業は､建設業界の構造改革､建設企業の経営基盤の強化を図るため､経営コンサルタ
ントや技術コンサルタントなどの専門家を派遣して､新たな事業展開や経営革新-の取組を
支援します｡

○　情報提供､セミナー･研究会開催支援

建設業界の団体に情報提供を行うとともに､団体が開催するセミナー､研究会に対し
て専門家を派遣します｡

○　建設関連企業-の個別の専門家派遣

市内中小建設関連企業の経営革新の取組を支援するため､社内で実施する研修会や勉
強会に専門家を派遣します｡

専門家派遣件数　35件　(⑳　35件)

(19)民間活力を導入した公共施設長寿命化推進調査費【新規】
5,000千円　(⑳　　　　o千円)

(差引　　5, 000千円)

市民利用施設等の長寿命化対策事業については､平成20年度から営繕担当のない局が所管
する施設の修繕費をまちづくり調整局で一元的に管理し､緊急性や安全性の観点から劣化の
著しい箇所に重点を置いて計画的に対策を実施しています｡今後は､高度経済成長期以降に
集中的に整備した施設が順次対策の時期を迎えることから､対象施設数が急激に増加しま
す｡

厳しい財政状況において､増加する対象施設に必要とされる予算を確保していくことは､
今後ますます困難となることから､既存の公共建築物を出来る限り長期間活用していく方策
として､市内企業などの民間事業者との協働による長寿命化対策事業の仕組みや手法につい
て調査を行います｡

※道路局と共管(総額10,000千円)

(20)人口減少等を踏まえた郊外部のまちづくり検討調査【新規】

5,000千円　(⑳　　　　o千円)

(差引　　5, 000千円)

都心部､臨海部を除く市街地を対象に､地域の利便性や住環境､都市基盤の整備状況などの
特性を活かしつつ､人口減少･少子高齢化に伴う市民ニーズ･日常生活行動の変化等を踏ま
えた､今後のまちづくりや土地利用の方向性を検討します｡

※都市整備局と共管(総額10,000千円)
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都市計画調査費

147,371千円

114, 184

県

一般財源
137, 998

本市の都市計画情報を様々な媒体(横浜市まちづくり
地図情報提供システム(マッピー) ､都市計画図等)を
用いて､正確かつ迅速に市民等に提供します｡
適切な都市計画を策定する際に必要となる資料を作成
するため､都市計画基礎調査を行います｡

(1)第6回線引き全市見直しに関する図書作成業務　　　　　　2,603千円　(⑳　29,838千円)

(差引　△ 27,235千円)

都市計画法第7条に基づき､都市計画区域を｢市街化区域｣と｢市街化調整区域｣に区域
区分(線引き)することによって､無秩序な市街化を防止し､計画的な市街化の形成を図っ
ています｡この区域区分は､昭和45年に決定後､概ね5年ごとに見直しを行っています｡
平成21年度は､第6回線引き全市見直しの3年目となり､関係機関協議用の資料作成を行
い､年度末には神奈川県が決定告示を行う予定です｡

(2)都市計画園等作成費 65,575千円　(⑳　44,982千円)

(差引　　20,593千円)

市域の概ね4分の1の範囲について都市計画基本図(地形図)の修正を行うとともに､平
成21年度の都市計画決定又は変更に伴う都市計画図の修正を行います｡
また､本市の都市計画情報を市民に提供するため､各種地図(地形図及び都市計画図等)
m成(印刷)し販売します｡

(3)都市計画基礎調査費 45,000千円　(⑳　　　　o千円)

(差引　　45, 000千円)

都市計画法第6条第1項に基づき､都市計画の策定に必要となる基礎資料を作成するた
め､概ね5年毎に土地･建物等の現状及び動向を調査するもので､第1回調査は昭和44年度
に行っています｡
平成21年度は､第9回調査の1年目として､市域南部を対象として土地利用及び建物用途
の現況について調査を行います｡

(4)都市計画情報等提供事業費 6,460千円　(⑳　　7,685千円)

(差引　△ 1,225千円)

都市計画法に基づく地域地区や都市計画施設等の情報､建築基準法に基づく災害危険区域
や建築協定区域等の情報､その他街づくり協議地区等の情報を､窓口端末機(マッピー)及
びインターネットを活用したシステム(i-マッピー)で管理し､情報提供を行っています｡

平成21年度は､これらのシステム機器の保守管理及び情報の追加更新作業を行います｡
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(5)都市計画縦覧図書のデータベース化事業費 6,700千円　(⑳　　6,700千円)

(差引　　　　　0千円)

過去に都市計画決定又は変更を行った都市計画図書(約1, 100冊)をデジタルデータ化し､
インターネットを利用して閲覧･検索が出来るシステムの公開を行います｡
これらのシステム機器の保守管理及び平成21年度に都市計画決定又は変更を行う都市計画
図書のデータベース-の追加作業を行います｡

(6)地理情報システム(GIS)活用推進事業【平成21年4月に都市経営局に業務移管】

1,004千円　(⑳　　2,000千円)

(差引　　△ 996千円)

本事業は､区局横断的な庁内GIS環境の整備を行うとともに､様々な地域情報をGISの活用
によりデジタル化することで視覚的なイメージを共有し､市民協働のまちづくり活動を支援
することを主な目的としています｡
平成21年度は､ WebGISを用いた区民生活マップの実施区の拡大等及びシステム機器の保守
管理を行います｡

【参考】
※GIS (Geographic Information System)とは､コンピュータを使って様々な地図情報を作ったり､

それぞれの地図情報を重ねて表示することで､地域を多角的に見たり分析したりできるシステム
※webGISとは､インターネットを利用した地図情報の提供や地図情報の作成が出来る仕組み
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公共建築物長寿命化対策費

2,624,000千円

3, 129,000

△505, 000

国

県

767, 000

一般財源
1, 857, 000

(1)長寿命化対策事業

事業内容

営繕担当のない局が所管する公共建築物の長寿命化対策を
計画的に実施するため､平成12年度に策定した｢公共施設の
長寿命化の基本方針｣に基づき､まちづくり調整局が一元的
に公共建築物の長寿命化を推進していきます｡
平成21年度についても､劣化調査を行い､著しく劣化が進
んだ箇所や重大な事故につながる可能性のある箇所を優先し
て､保全対策工事を実施します｡
また､平成19年度に作成した保全データベースシステムの
改良及びデータ更新､図面のPDF化等を実施します｡

2,589,000千円　(㊨ 3,079,000千円)

(差引△ 490,000千円)

市民利用施設(公会堂､地区センター等)や区庁舎等の公共建築物で劣化が進行し放置する
と､工事費が大きく増加するものや施設運営-の影響が大きくなるもの等について､保全対策
工事を実施します｡

平成21年度は､鶴見区総合庁舎外壁改修工事､西公会堂舞台照明更新工事､港南台地区セン
ター冷温水発生機更新工事等　約100件の保全対策工事を実施します｡

①後年度の財政負担が大きくなるもの
(例) ･外壁の劣化　･屋根､屋上防水の劣化　･空調機の劣化　･非常階段や門扉等の鉄部塗装等
②施設運営に対する影響が大きいもの
(例)･受変電設備　･空調設備　･舞台照明､音響設備　･防災設備の劣化等

(2)保全データベースの改良　　　　　　　　　　　　　　　　　20,000千円　(⑳　20,000千円)

(差引　　　　　0千円)

保全データベースの機能追加､システムの改良､データ更新及び図面のPDF化等を行います｡

(3)劣化調査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15,000千円　(⑳　30,000千円)

(差引　△ 15,000千円)

新たに築後10年を経過する23施設及び劣化調査実施後5年経過した138施設､合計161施設の
劣化調査を実施します｡

～平成19年度;

非効■率な工事

後年度財政負担
の高富削ヒ

不具合･事故の
多発

㌔

劣化調査の実施/:
｣　｢　〆′

平成20年度

公共建築物長寿命化対策妻

(H20) 4.000.000千円 (H21) 4
:;事AE≡~-I- 

1.rll_ 

3月50,000千円 僮 I I l l f I _i i i i i i I t l I I i: I: l i i �2ﾃ田Rﾃ����x冷�

約230件 ��冩��S�ﾈ��

くまち局乱行) ��宙-ﾈ+�x�ﾗ2��
=3.079.000千円≡ 剴"經ヲ�����x冷�

約1..go件 劍ｴ��ﾃ宝僖��

(各局執行) ��宙ｦXｼx�ﾗ2��

871′000千円 剴��ﾃ3sbﾃ����x冷�

尭勺40件 劔o�S�ﾈ��

~≡=≡≡=一事保全データベース/劣化調査l. 

…L保全データベース改息 ��I I l 書 辛_ 一章 ･! 啌闔ｩhｹ�86h�ｸ5�7��ｸ5亜ﾉ+zB�

20.800千円 剳�6h�ｸ5靱��jI�ﾙlｨ,ﾅ�Dh峇�
t劣化調査 剴#������x冷�

(10年超施設及び甥調書 ��i a 事 啌�(峪+(ﾛｆﾄ��+H邵ｮﾈ�8ｷ��

の更新) ���罔停�����耳�������8�8-(ｯ�+(ﾛ�,ﾈﾕ��b���R腑��x冷�

30.000千円 

幸手

長寿命化対策妻の一元化
による効率的な工事執行
財政負担の軽減と平準化
不具合による事故や施設
停止等のリスク回避

保全データベースの拡充
による施設管理者支援
施設管理者による施設点
検のモデル実施
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市営住宅管理費

7,185,132千円

7, 152,569

国 802, 148

県

ll, 872, 408

一般財源
△5, 489, 424

(2)住宅の維持補修

事業内容

市営住宅の入居者の募集や建物の維持･管理を行
います｡

また､日常的な入居者対応や建物の管理･緊急の
修繕については､指定管理者が行います｡

(1)市営住宅管理業務

5,473,946千円　(⑳　5,397,034千円)

(差引　　76,912千円)

市営住宅の入居者の募集､住宅使用料等の収納､
施設の保守点検等の管理業務を行います｡

平成21年度末管理戸数　　288団地　31, 450戸
(⑳　288団地　31, 279戸)

1,711,186千円　(⑳ 1,755,535千円)

(差引　△44,349千円)

市営住宅の建物の劣化状況に応じて､外壁塗装等について計画的に実施します｡
また､緊急を要する雨漏りや漏水-の対応､共用部分の修繕等を行います｡

公営住宅整備費

2,096, 748千円

3,075,311

△978, 563

国 786, 349

県

933, 000

一般財源
320, 923

事業内容

住宅ストックの有効活用と長寿命化を推進すると
共に高齢社会に対応するため､既存住宅の住戸改善
事業と耐震改修事業を行います｡

(1)住戸改善事業

昭和30年代後半から40年代までに建設された公営
住宅を対象に､構造躯体を活かしたまま､老朽化し
た設備機器等の更新､高齢者向けのバリアフリー化
対応､外壁･屋外共用部分の改善及びエレベーター
の設置を行います｡

勝田住宅　7期　4棟180戸
(⑳勝田住宅　6期　5棟190戸)

【参考】勝田住宅事業進ちょく
住戸改善対象
2 0年度までの完了
2 1年度事業
2 2年度以降

40

30

4

6

(2)耐震改修事業

昭和56年5月末日以前の旧耐震基準で設計され､耐震改修が必要と診断された住棟につい
て､順次実施します｡

小菅が谷住宅　　4棟　292戸

(⑳金沢第二住宅　5棟　350戸)

【参考】
20年度までの完了　　81棟　3,070戸
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優良賃貸住宅事業費

3,037,117千円

3, 667, 355

△630, 238

1, 121,019

県

一般財源
1,916,098

(2)ヨコハマ･りぷいん事業

事業内容

(1)高齢者向け優良賃貸住宅事業

553,369千円　(⑳　817,963千円)

(差引　△ 264,594　千円)

高齢者の住宅ニーズに対応するため､民間事業者
が建設する高齢者に配慮した賃貸住宅に対し､工事
費及び家賃の一部を助成します｡

認　　定　　戸　　数　　　200戸(⑳　　310戸)

平成21年度末管理戸数　1,059戸(⑳1, 035戸)

2,483,748千円　(⑳　2,849,392千円)

(差引　△ 365,644千円)

中堅ファミリー世帯の住宅ニーズに対応するため､民間事業者が建設した良質な賃貸住宅
に対し､原則として管理開始から20年間､家賃の一部を助成します0

平成21年度末管理戸数　8,810戸(⑳8,841戸)

住宅施策推進費

155,834千円

119, 531

国

県

一般財源

(1)マンション管理組合支援事業

事業内容

少子高齢社会の本格化を踏まえ､民間住宅を対象と
する､マンション管理組合支援､高齢者世帯の入居･
住替え支援､子育てしやすい住宅の認定などを進めま
す｡

また､環境に配慮された省エネ住宅の普及促進を図
るため､保有土地を活用したモデル事業を展開しま
す｡

ア　マンション,バリアフリー化等支援事業

10,500千円　(⑳　12,500千円)

(差引　△ 2,000千円)

3,700千円　(⑳　　3,000千円)

(差引　　　　　700千円)

マンション外部の廊下や階段など共用部分の段差解消等のバリアフリー整備につい
て､費用の一部を補助します｡

イ　マンション･アドバイザー派遣事業 2,400千円　(⑳　　2,400千円)

(差引　　　　　0千円)

マンションの適正な維持管理や改修･建替等を支援するため､一級建築士､マンショ
ン管理士､弁護士などの専門家をマンション管理組合-派遣します｡

･ 2回目まで相談無料､ 3回目以降は一部管理組合負担､年間最大6回
･派遣予定回数: 80回(⑳80回)
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ウ　マンション再生支援事業 2,100千円　(⑳　　3,800千円)

(差引　　△ 1,700千円)

マンションの建替や大規模改修など､マンション再生について検討を行う管理組合の
活動を支援するため､初動期の合意形成に向けた検討費用の一部を補助します｡

補助限度額:一般型30万円､団地型60万円
支援予定件数:一般型5組合(⑳6組合) ､団地型1団体(⑳3団体)

エ　マンション登緑による情報提供制度 300千円　(⑳　　　300千円)

(差引　　　　　　0千円)

建物の形状や設備の内容､管理の概要など基本的な情報を登録したマンション管理組
合に対して､マンション管理に関する法令改正や講習会などの情報を提供します｡

オ　マンション管理組合サポートセンター事業 2,000千円　(⑳　　3,000千円)

(差引　△ 1,000千円)

本市と協定を締結したNPO等の団体がマンション管理組合に対して行う交流会等の
支援活動について､その活動費用の一部を負担します｡

(2)民間住宅あんしん入居事業 4,000千円　(⑳　　4,446千円)

(差引　　△ 446千円)

保証人が確保できずに民間の賃貸住宅の入居に困窮している高齢者･障害者･外国人等に
対し､不動産店や保証会社と協力して入居支援を行います｡

(3)住宅リフォーム等支援事業 50,000千円　(⑳　24,100千円)

(差引　　25,900千円)

戸建住宅やマンションのリフォーム等を進めるため､市民が住宅金融支援機構等から工事
資金の融資を受ける場合に､その利子に対して一定期間利子補給を行います｡
なお､新規募集は平成20年度で終了しました｡

(4)高齢者住替え促進事業 3,500千円　(⑳　　9,301千円)

(差引　△5,801千円)

高齢者の住替えを支援するため､横浜市住宅供給公社の住まい･まちづくり相談センター
｢住まいるイン｣で相談等を実施します｡

(5)地域子育て応援マンション認定事業 500千円　(⑳　1,000千円)

(差引　　△ 500千円)

遮音性やバリアフリーに配慮したファミリー向けのマンションに､保育所等の地域向け子
育て支援施設(こども青少年局施策)を併設したものを､ ｢横浜市地域子育て応援マンショ
ン｣として認定します｡

公開空地等一定の条件を満たす計画については､地域向け子育て支援施設部分の床面積を
容積率に加算できます( ｢横浜市市街地環境設計制度｣による｡ ) 0

※　こども青少年局と共管
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(6)脱温暖化モデル住宅推進事業【新規】 15,000千円　(⑳　　　　o千円)

(差引　15,000千円)

｢横浜市脱温暖化行動方針(co-DO30) ｣に基づき､断熱性･気密性に優れたエネルギー

性能のよい長寿命な住宅が普及するよう､本市保有土地を活用して､民の力を活かしたモデ
ル住宅の整備を検討します｡
具体的には､国のモデル事業や長期優良住宅認定制度などを活用して､先導的取組を行う
民間事業者などの､モデル住宅の建設を支援するもので､平成21年度は事業性や事業手法に
ついて検討します｡

(7)応急仮設住宅建設候補地データベース作成事業【新規】　13,484千円　(⑳　　　o千円)

(差引　13, 484千円)

震災時に応急仮設住宅の建設が速やかに行えるよう､市内建設候補地の詳細なデータを収
集し電子データ化するとともに､仮設住宅の配置計画図を作成します｡

く緊急雇用創出事業〉

【参考】
市内仮設住宅建設候補地(公園､運動場､未利用市有地等)　359箇所
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平成 21 年度 横浜市まちづくり調整局運営方針 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 環境に配慮したまちづくり                       

公共建築物長寿命化対策事業 
＜目標：保全対策工事 150 件、保全ＤＢ改良、劣化調査 161 施設実施＞ 

民間活力を導入した公共施設長寿命化推進調査 
＜目標：新たな仕組みや手法に関する検討案の作成（3月）＞ 

建築物のエネルギー性能の評価・格付け事業 
＜目標：建築主等への説明会（12 月）、設計者向け講習会（10 月）、 

CASBEE すまい評価員講習会（10 月）＞ 

脱温暖化モデル住宅推進事業 
  ＜目標：候補地の選定（12 月）、事業内容の具体化（12 月）、 

事業者選定への着手（2月）＞ 

長期優良住宅普及促進事業 

  ＜目標：認定制度の円滑な導入（6月）＞ 

 
 
 

１ 安全・安心なまちづくり                        

木造住宅耐震事業 ＜目標：診断 1,200 件、改修 220 件＞ 
マンション耐震事業 ＜目標：本診断 15 棟、工事費補助 3棟＞ 
建築・宅地指導行政の円滑化への取組  
＜目標：横浜版建築確認講座（仮称）等開催（9月）、 

窓口改善連絡会議の取組促進（12 月）＞ 

 

３ 人口減少・少子高齢社会に対応したまちづくり          

マンション管理組合への支援事業 
＜目標：アドバイザー派遣 80 件、バリアフリー整備補助 10 棟＞ 

高齢者向け優良賃貸住宅事業  

＜目標：新規認定 200 戸＞ 

人口減少等を踏まえた郊外部のまちづくり検討調査 

  ＜目標：調査・分析結果の概要まとめ（12 月）＞ 

施策の 3 本の柱と 21 年度の目標 

 

きゃすびっぴ 

※CASBEE(ｷｬｽﾋﾞｰ)横浜（建築物環境配慮制度）イメージキャラクター 

施策を推進するための組織運営のあり方  

あんちゃん         しんくん

※横浜市耐震改修済証 
（特定建築物・マンション） 

※横浜市木造住宅 
耐震診断・耐震改修済証 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆コンプライアンスの向上、危機管理 
・ 課題をそれぞれの個人が抱え込み悩まぬよう、職場全体が協働で対処

していくようなチームワークの良い職場づくりを行う。 
・ 建築や開発に関する基準について、社会経済情勢や安全性のさらなる

向上などを踏まえ、内容や運用方法等を見直す。 

・ 行政対象暴力対応のスキル習得（研修参加も含む）と意識付けを行う。
 

◆ 職員間の情報・目標共有 
・ 定期的な責任職会議や課内・係会議、毎日の朝礼の実施等、様々な段

階で、情報や目標の共有を図る。 
・ 運営方針をはじめとする職場の業務方針について、職員も含めて職場

内で議論・作成する。 
 

◆ 技術力の継承 
・ 法制部門を中心に研修、法律相談を活用し、職員の法務能力の習得･向

上を図る。 
・ 課内・係会議等を活用し、定期的に業務の課題や懸案事項に関わるテ

ーマについて職場内で議論し、業務に反映させていく。 
・ まちづくり研究発表会への参加や、職場内での技術研修の実施、業務

や職員の資質に応じた各種研修受講などにより、職員相互の能力向上

を図る。 
 

◆ 効率的な業務執行 
・ 定時退庁日の完全消灯の取組を実施する。 
・ 時間外の会議等は最少限度とし、十分準備を行い短時間とする。 
・ 定期的に超過勤務時間を点検し、業務のアンバランスを防止するため、

職場内で協力体制をとる。 
 

◆ 女性職員が働きやすい職場づくり 
・ 責任職の意識啓発を行うとともに、職場で研修・議論を実施し、気軽

に連絡・相談できる職場づくりを行う。 
・ 産休・育休職員への定期的な情報提供を行うとともに、責任職研修や

昼休みを活用した交流ランチミーティングを実施する。 
・ 安心して働ける環境づくりのために産休・育休に対応した暫定職員の

配置等を関係部署に働きかける。 

 気合と間合いと 

チームワークによる組織力を発揮 
 

～職員一人ひとりの力が 

最大限に発揮される組織運営を目指します～ 

【基本目標】 安全・安心で環境に配慮したまちづくりの推進と中長期的課題への対応 
～150 周年を契機に、原点を振り返り、市民の信頼を確立します 

※横浜市民間住宅あんしん入居事業キャラクター 

課 題 

木造住宅等の耐震対策や違反是正指導の強化など

「安全・安心なまちづくり」、公共建築物の長寿命化対

策や民間建築物の温暖化対策の推進など「環境に配慮

したまちづくり」、マンション管理組合への支援など

「人口減少・少子高齢社会に対応したまちづくり」に

ついて、推進を図ります。 
また、建築・宅地指導行政の円滑化への対応や高品

質な公共施設づくりに取り組む必要があります。 
１ 安全・安心なまちづくり 

○ 関係区局・自治会町内会と連携した木造住宅・マンシ

ョン耐震事業の啓発・ＰＲのさらなる取組 

○ 効果的・効率的な耐震化促進のための既存事業の見直

し 
○ 建築基準条例・建築基準法取扱基準の改正に向けた作

業に加え、民間機関や設計者と情報を共有する取組 
２ 環境に配慮したまちづくり 

○ 長寿命化対策費の新たな財源確保 

○ 日常的な点検の充実を図るため、分かり易い施設点検

マニュアルの整備や研修の実施 
○ 建築物環境配慮制度（CASBEE 横浜）拡充等に向けた設

計者等への周知や普及啓発 

○ 脱温暖化モデル住宅推進事業の具体化 
３ 人口減少・少子高齢社会に対応したまちづくり 

○ 住み慣れた住宅に住み続けられるよう、マンションの

大規模改修等における住民の合意形成や、バリアフリ

ー化などに対する支援の充実 
○ 円滑な団地再生の支障とならないよう、一団地認定の

分割・廃止時の全員合意要件の弾力化など、法規定の

見直し（国への要望） 
○ 郊外部の生活利便性等の課題を踏まえ、今後の都市づ

くりや土地利用について、人口減少等を前提とした考

え方への転換 
 



 

平成 21 年度 まちづくり調整局重点推進施策の概要

重 点 推 進 施 策 

 

⑥民間建築物アスベスト対策事業 

⑧建築・宅地指導行政の円滑化への取組 

⑦違反是正指導強化事業 

③がけ地防災対策事業 

②特定建築物耐震診断・改修促進事業 

④急傾斜地崩壊対策事業 

⑤狭あい道路拡幅整備事業 

⑨応急仮設住宅建設候補地データベース作成事業 

②高齢者向け優良賃貸住宅の供給 

①マンション管理組合支援事業 

⑤公営住宅整備事業 

⑦人口減少を踏まえた郊外部のまちづくり検討調査 

③高齢者住替え促進事業 

④地域子育て応援マンション認定事業 

⑥民間住宅あんしん入居事業 

主  な  取  組  内  容 

 

民間事業者が建設する高齢者に配慮した賃貸住宅に対する工事費及び家賃の助成 

マンション管理組合の合意形成のための支援及びバリアフリー整備費の補助 

公営住宅の住戸改善及び耐震改修工事の実施 

人口減少、少子高齢化に伴う土地利用や日常生活行動の変化を把握するための実態調査 

利用者満足度調査を実施し、課題を洗い出し、相談対応の充実を図る。 

地域子育て応援施設を併設した共同住宅を認定し、支援 

協力不動産店の事務手続の簡素化及び家賃保証の安定継続を図る。 

１ 安全・安心なまちづくり 

２ 環境に配慮したまちづくり 

３ 人口減少・少子高齢社会に対応した 

まちづくり 

目     標 

新規認定 200 戸 

アドバイザー派遣 80 件、バリアフリー整備補助 10 棟 

住戸改善 180 戸、耐震改修 292 戸 

調査・分析結果の概要まとめ（12 月） 

利用者アンケート(4～8 月)、相談件数 680 件 

計画認定 1件、本認定 1件 

より利用しやすい制度とするため手続や諸条件を改善(3 月) 

①公共建築物長寿命化対策事業 

②民間活力を導入した公共施設長寿命化推進調査 

⑤建築物のエネルギー性能の評価・格付事業 

③公共建築物温暖化対策事業 

④ESCO(省エネルギーサービス)推進事業 

⑥脱温暖化モデル住宅推進事業 

⑦長期優良住宅普及促進事業 

営繕担当のない局の公共建築物長寿命化対策一元化に伴う技術的な支援と判断に基づく保全対策 

磯子区総合庁舎における空調設備機器等の運用改善による省エネ実証試験の実施 

「横浜市公共建築物 ESCO 事業導入計画」に基づいた ESCO 事業の導入 

認定業務の実施体制を整備するとともに、市民・事業者・関係業界への認定制度の周知を行う。 

建築物環境配慮制度（CASBEE 横浜）拡充等を建築主や設計者へ周知・普及啓発を図る 

脱温暖化に資する民間モデル住宅を、市有地を活用して整備推進する。 

市内企業などの民間事業者との協働による長寿命化事業の資金調達に向けた仕組みや手法の検討 

20 年度の泉区･21 年度の磯子区の研究成果を踏まえ、省エネ運用指針・設計指針の作成(12 月) 

工事完了 1件、事業者選定 2件 

建築主等への説明会(12 月)、設計者向け講習会(10 月)、CASBEE すまい評価員講習会(10 月) 

候補地の選定（12月）、事業内容の具体化（12月）、事業者選定への着手（2月） 

認定制度の円滑な導入（6月） 

保全対策工事 150 件、保全ＤＢ改良、劣化調査 161 施設実施 

新たな仕組みや手法に関する検討案の作成（3月） 

 
①木造住宅・マンション耐震事業 

幅員 4ｍ未満の狭あい道路の整備の促進 

３つの基本方針「違反をさせない」「違反を見逃さない」「違反を許さない」の推進 

多数の人が利用する民間建築物の吹付けアスベストの含有調査や除去等工事費の補助 

多数の人が利用する民間特定建築物の耐震診断、改修設計や耐震改修費の補助 

がけ崩れに対する予防･復旧対策である「がけ地防災対策助成」の適切な運用とがけ地改善の働きかけ

既に指定された急傾斜地崩壊危険区域のうち、工事されていない箇所を抽出し、警戒箇所として区防災担当と状況共有

民間機関や設計者への情報提供機会の拡充、センターの窓口改善に向けた継続的取組 

 
旧耐震基準の木造住宅・マンションの耐震化のための耐震診断、耐震改修費用の補助 

市内 359 箇所の建設候補地の詳細データを調査し、配置計画図を作成しデータ化する。 

木造住宅：耐震診断 1,200 件、耐震改修 220 件 

ﾏﾝｼｮﾝ：予備診断 50 棟、本診断 15 棟、設計 4件、工事 3件 

耐震診断 15 件、改修設計 5件、耐震改修 5件 

助成件数 32 件、宅地防災パトロール 2回（6月、9月） 

防災担当職員向け研修(年 1 回以上)、宅地防災ﾊﾟﾄﾛｰﾙ 2 回（6月、9月）

路線型整備 7地区、連続型整備 30 件、整備延長 9.5ｋｍ 

含有調査 25 件、除去工事等 10 件 

地域連携新規 3地区、命令処分 12件、命令不履行是正 2件 

横浜版建築確認講座（仮称）等開催(9 月)、窓口改善連絡会議の取組促進(12 月) 

全調査完了（8月）、配置計画図完成（12 月）、電子データ化完了（12 月）




